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大会組織委員会より 
大会組織委員長 
高橋基樹 
第 22 回全国大会開催迫る 
 いよいよ、第 22 回全国大会が迫ってまいりました
（http://www.jasid.org/wp/conference.html をご参照くだ
さい。）。今回も大変多くの報告希望が寄せられ、開催担
当としてはうれしい悲鳴を上げております。日時・場所
等は以下の通りです。 
 
1 開催日：2011 年 11 月 26 日（土），27 日（日） 
2 場所：名古屋大学大学院国際開発研究科（名古屋市千
種区不老町）  
名古屋大学東山キャンパス 地下鉄名城線「名古屋大学」
駅下車すぐ 
http://www.nagoya-u.ac.jp/global-info/access-map/access/ 
3 共通論題シンポジウム「グローバリゼーション下で多
様化する開発目的：アジアの視点，アフリカの視点，我
が国の視点」 （ブータン、タイ、ガーナより論者をお
招きし、多様化する開発概念について幅広い視点から議
論を交わします） 
 今大会では、経費節減の観点より、報告論文を電子媒
体として USB に記録して当日配布させていただきます。
報告要旨論文は冊子体（紙媒体）では配布致しませんの
でご注意ください。したがって、当日是非パソコンをご
持参ください。また、同じ報告論文のデータは WEB に
掲載し、会員の方々には事前にダウンロードしていただ
けるよう手配する予定です。従来と異なる方式となりま
すが、是非ご了解いただければ幸いです。 
 皆様にお目にかかることを楽しみにしております。 
第 13 回春季大会について 
 第 13 回春季大会については、次のような要領で行う
べく現在準備を進めております。さらなる詳細が確定し
ましたら、できる限り早くご連絡、また広報致します。 
 
１ 日時 2012 年 6 月 2 日（土） 
２ 場所 横浜国立大学 （〒240-8501 神奈川県横浜
市保土ヶ谷区常盤台 79 番） 
（会場へのアクセスについては 
http://www.ynu.ac.jp/access/map_around.html をご参照く
ださい） 
 
国際開発学会ニューズレター 
Newsletter of the Japan Society for International Development （JASID） 
Vol. 22, No.4（通刊第 82 号） 
2 
第 22回全国大会(11月 26-27日、 
名古屋大学）の開催が迫る 
第 22 回全国大会実行委員会 
大坪 滋（実行委員長） 
藤川 清史（事務局長） 
伊東 早苗（事務局次長） 
2011 年 11 月 26 日（土）と 27 日（日）、国際開発学会
第 22 回全国大会が名古屋大学の東山キャンパス（名古
屋市千種区）にて開催されます。海外から著名な研究者
を招聘した国際シンポジウム「グローバリゼーション下
で多様化する開発目的：アジアの視点、アフリカの視点、
我が国の視点」（27 日）が工学部 IB 電子情報館大講義
室で、18 の企画セッション（教育開発、ジェンダー、オ
セアニア島嶼国、ミンダナオ、参加型開発、生物多様性、
東日本大震災、社会保障、情報通信技術、ポスト開発等）、
自由論題発表を分野別にした 25 のセッション、5 つのポ
スターセッションが、工学部 IB 電子情報館および 7 号
館で開かれる予定です。詳しくは、近日中に大会ウェブ
サイトに公開予定のプログラムをご覧ください。 
参加事前登録はウェブサイト上でお願いいたします。ま
た、大会参加費・懇親会費を事前振込していただくと、
割引が適用されます。 
会員の皆様の積極的なご参加を、実行委員会一同、心か
らお待ち申し上げております。 
記 
1. 日程：2011 年 11 月 26 日（土）、 27 日（日） 
2. 会場：名古屋大学東山キャンパス 
http://www.nagoya-u.ac.jp/global-info/access-map/acce
ss/ 
工学部 IB 電子情報館および７号館 
3. 大会ウェブサイトへのアクセス： 
http://www.jasid.org/wp/conference.html 
4. 国際開発学会大会への参加登録申込み： 
参加事前登録：2011 年 11 月 4 日（金）締切 
（ただし、自由論題発表・ポスターセッション・企画セ
ッションに代表者として参加を申込まれた方は、参加事
前登録の必要はありません。） 
5.大会参加費・懇親会費の事前振込のお願い： 
2011 年 11 月 4 日（金）締切（締切日以降は当日会費・
当日懇親会費となります。）事前振込が確定した時点で、
事前参加登録が完了いたします。また、事前振込と当日
支払では金額が違いますので、振込の際はご注意下さい。
会員皆様のご協力をお願いいたします。（万が一、事前
振込が不可能な場合も、当日支払は可能です。） 
6.大会参加費： 
正会員 3,000 円（当日支払：4,000 円） 
学生会員 2,000 円（当日支払：3,000 円） 
非会員 当日支払のみ：5,000 円 
7.懇親会費 
正会員 4,000 円（当日支払：5,000 円） 
学生会員 3,000 円（当日支払：4,000 円） 
非会員 当日支払のみ：5,000 円 
8. 日曜日の弁当代  
希望者 1,000 円（当日の受付は致しません。） 
9.振込先 
金融機関名：ゆうちょ銀行 
名義：国際開発学会第 22 回全国大会 
店番号：218 
支店名：二一八 (読み：ニイチハチ) 
口座種別：普通 
口座番号：1962300 
・大会参加費の振込口座は学会年会費の振込口座とは異
なりますので、年会費の振込票で大会参加費を振込むこ
とはできません。 
・大会参加費は、ゆうちょ銀行の窓口から現金で振込む
ことも可能ですが、3 万円以下を送金する場合の手数料
525 円がかかります。 
・大会参加費の振込は、ウェブによる参加登録とほぼ同
時期にお願いいたします。 
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３年間を振り返って 
          会長 西川 潤 
 学会の会長職をはからずもお引き受けしてから、早い
もので３年が経過した。 
会長就任のご挨拶では、ひとつは、本学会の良き伝統
を生かして、理論と実践の相互交流、フィードバックに
よる開発学の発展、第二には、学会創設以来のミッショ
ンである若手人材の養成に努めること。この２つの目標
を掲げた（『ニューズレター』vol.20, No.1, 2009 年 1 月
号）。これらのお約束がどの程度達成できたかは、後世
の評価を待たなければならないが、いずれにしても本学
会は２０００年時の会員数１０００名から本年１８０
０名以上の大学会に成長し、近年では毎年１００名以上
の入会者を数える上がり潮の学会である。 
このような時期に執行部を担当させて頂き、全員が心
を合わせて、創立２０周年の節目の大きな事業を実施さ
せて頂いたことは、個人的にもたいへん幸運だったと思
っている。 
この３年間に私どもが努めたこととして、次の諸点を
挙げておきたい。 
第一は、２０周年記念事業を立案、実行する過程で、
第６期執行部時代に始まった「開発を見直す」共通論題
テーマを大会ごとに継続し、国際ゲストをも含めて、研
究成果を『開発を問い直す―転換する世界と日本の国際
協力』（日本評論社、２０１１年１１月）にまとめるこ
とができた。これは日本発の開発学の見直しの提示とし
て、学界の共有財産、また、今後共に続いていく国際開
発の見直しの、よき出発点となることが期待される。ま
た、この出版事業と並行して、第６期から始まった日本
の開発学の成果を世界に発信する事業として、T.Toyoda, 
J. Nishikawa and H.Sato (eds.), Economic and Policy 
Lessons from Japan to Developing Countries, 
Palgrave McMillan, 2011 を出版することができた。 
第二は、会員の年々の拡大の時代に、従来の会員５０
０人時代の学会体制を見直し、増加する会員の期待に忚
えると共に、サービス体制を充実させなければならない。
そのために、学会の来し方行く末について、会員共通の
理解を深め、今後の発展の方向を展望する手段として、
学会の回顧誌を編纂、発行した。これは、創立２０周年
記念事業の一環として、国際開発学会編『貧困のない世
界を目指してー国際開発学会 20 年の歩み』（同友館、
2010 年 10 月）と題して、会員全員に配布された。学会
の始めての回顧誌、通史、データ記録誌として、20 年の
節目に相忚しい刊行物が出来たと考えている。また、こ
こで示されたような共通認識に従って、執行部及び事務
体制の整備、改革に着手した。新しい時代、新しい任務
に即した定款改正も２０１０年に実施した。 
第三に、従来の常任理事会管掌の事項は、それぞれの
領域でいちだんと発展することになった。大会組織につ
いては、高橋基樹副会長にご担当を頂いた。第７期では、
開発が、国際開発のみならず、国内の地域開発問題をも
含む広汎な概念であるとのコンセンサスに基き、積極的
に全国各地で大会を開催した。これは、第６期の山口、
沖縄、広島等各地で地域開発や地域経験を踏まえた問題
を取り上げた諸大会を開催し、成功をおさめた経験を踏
まえたもので、今期では別府、北海道、名古屋で大会を
開催し、各地での特徴を持った開発問題を含め、開発学
の展開に努めた。それは、会員の拡大にもつながった。
年２回の大会の内、１回は首都圏で、１回は全国他地方
で行う慣例が今では確立している。 
学会誌の編集委員会は鈴木紀常任理事にご担当頂い
た。学会誌『国際開発研究』は、厳正な査読の下に精選
された論文が掲載され、年２回の刊行ペースを守り、発
行された。「国際開発研究 20 年の軌跡」を特集した 2010
年 1１月（vol.19,No.2）の例をとると、この２０年間の
国際開発研究のレビューを求めたテーマに関して、１９
件の論文構想案が寄せられた。編集委員会はその内８件
に対して論文提出を求め、提出論文の査読の結果、６件
が掲載された。近年、自由論題はやや投稿数が横ばいの
ようだが、学会誌は、学会奨励賞と共に、若手研究者の
登竜門としての機能を確実に果たすようになっている。 
学会賞は下村恭民副会長に担当をお願いし、奨励賞と
並んで、俊秀の著作、論文を顕彰し、学会の研究水準の
向上に大きな役割を果たしている。 
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勝間靖広報委員長の率いる広報委員会は年４回のニ
ューズレター及び毎週の e-広報を精力的に発行し、会員
にとっての必要情報を着実に届けるべく、多大な労力を
払った。ホームページの充実と共に、英語版の発足への
道が開かれ、編集委員会との協働により、創刊以来の学
会誌掲載論文の英文目次も閲覧できるようになってい
る。学会事業のペーパーレス化に伴い、ホームページの
管理運営については専門の委員会が必要になってきて
おり、その発足は第８期執行部に引き継がれる。 
また、国際交流は山形辰史常任理事の努力により、韓
国国際開発・協力学会（KAIDEC）との双方の大会時へ
の代表派遣や共同企画セッションの開催等の交流が始
まった。創立２０周年記念大会では、韓国、中国、タイ
の研究者をも招いて、東アジアのジェンダーと開発セッ
ションも開かれた。韓国との定例交流を土台として、引
き続き国際交流の展開が期待される。 
従来外部に任せてきたために若干の疎漏があった名
簿管理の事業は磯田厚子常任理事に、選挙管理と兼担し
て担当をお願いし、２０１０年１月に充実した３年毎の
新名簿を発行した。 
財務、会計管理の仕事は会員急増と２０周年記念事業
により、急激にふくらみ、本部事務局にご負担をかける
ことになった。この間、事務局と会計委員会（勝俣誠常
任理事統括）間の業務分担、会計委員会と監査役間の職
務分担の問題の所在も明らかになった。会計業務急膨張
に対忚するために、何人かの会員に幹事としての協力を
お願いすることも含め、組織的解決の努力が模索され、
各箇所間の合理的な分業体制の再構築の方向性が定ま
った。この方向性は更に次期第 8 期の執行部に引き継が
れていくことになろう。 
第７期の学会運営、事業展開を支えた本部事務局では、
２０００人会員時代の仕事内容に対忚する体制の整備、
改革が急務となった。野田真里事務局長の努力により、
事務マニュアルが初めて完成し、同時に、事務局改革の
方向が打ち出された。これについては『ニューズレター』
vol.22, No.3 掲載の, 野田真里「第８期本部事務局の
総括と提言」を参照されたい。 
 この３年間ではやはり、２０周年記念事業を完遂でき
たことは、以上の開発学の理論化、学会史作り、日常事
業の発展、事務局整備と並んで、最大の成果といえる。
２０周年記念事業特別委員会は下村恭民副会長の陣頭
指揮の下に、大会イベント、記念誌の発刊、若手会員を
対象とした JASID―COE 事業などの人材養成事業（フ
ィールド調査の実態調査を含む）を完遂した（詳細は、
本号掲載の下村報告を参照されたい）。これらのなかで、
若手人材養成は第８期にも継続して重視されていくこ
とになるだろう。下村副会長・２０周年記念事業委員長
を始めとする記念事業特別委員会の皆さんに敬意と感
謝の意を表させて頂きたい。 
 これら事業の展開の上に、２０１０年秋に早稲田大学
で開催された学会創立２０周年記念大会時においては、
共通論題、企画セッションを含め、３７セッションで１
４０余の報告が行われ、会員５００余名（登録数）が参
加するという空前の盛況が実現したといえる。振り返っ
てみると、３年間のあいだに以上見たような充実した仕
事ができたことはひとえに、下村恭民副会長、高橋基樹
副会長、野田真里本部事務局長を始めとする常任理事の
皆さんに惜しみない努力を頂いたこと、また、理事会の
皆さんが熱心にこの仕事を支え、かつ協力して頂いたこ
と、によると考えている。若手会員の皆さんには委員会
の委員や幹事としておおいに仕事に参加して頂いた。事
務体制を支えた院生の皆さんの献身的な協力も忘れら
れない。学会創立２０周年の節目の時期に、次代の学会
に引き継いでもらえるなんらかの仕事が出来たとした
ら、それはひとえに、常任理事会、理事会の良きチーム
ワークの賜物であり、それを会員の皆さまが暖かく支え
てくださったことによると、この３年間を振り返って痛
感している。 
常任理事、理事、委員、幹事、また会員の皆さんにこ
の機会に心からのお礼を申し上げたい。     
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支部・研究部会設置申請の公募について 
会長・企画運営委員会委員長 
西川 潤 
 新年度（2012 年度）に支部・研究部会の新設又は継
続を希望される研究グループは、下記の要領により申請
をお願いします。研究部会は、学会員の日常的・経常的
な研究会活動を支援するために、地域やテーマ、研究領
域等を選定して設けられるものです。国際開発学会の発
展に資するとともに、国際開発研究における緊要かつ先
端的な領域にチャレンジしていただきたく、奮って忚募
願います。 
記 
「2012 年度国際開発学会 支部・研究部会設置要領」 
1. 支部・研究部会設置の趣旨： 
多くの会員が参加できる研究領域またはテーマで、経常
的かつオープンな研究会活動が開催できる支部・研究部
会を募集する。公募を原則とするが、理事会が必要と認
めた支部・研究部会の設置を会員に依頼することが出来
る。 
2. 忚募書類（Ａ４サイズの用紙使用、形式は問わない）： 
以下の書類につき、ハードコピーを書留郵便にて会長宛
(本部事務局気付)に提出する。1)研究テーマ、2)代表者
（氏名・所属・連絡先・e-mail address）、4)構成員（15
名以上）、3)研究の概要：研究の目的、背景、特徴、これ
までの主な実績、新年度および今後に期待される成果
（論文、研究発表等を含む）、5)研究計画（複数年次にわ
たる場合、研究期間も明記する）、6)必要経費（下記の項
目４．参照）、7)その他、審査にあたり特に考慮してもら
いたい点等。 
3. 締切り： 
2011 年 11 月 14 日（月、必着）とする。 
4. 助成上限金額および設置件数 
新年度の助成に関しては、1 支部・研究部会当たり助成
金額を上限 12 万円とし、設置件数については理事会が
全体の予算審議の中で決定する。 
5. 必要経費の支出費目： 
以下のとおりとする。0) 事務委託経費／業務委託経費、
1)人件費・手数料、2)通信費、3)事務用品費、4)印刷費、
5)会議費、6)旅費、7)施設利用費、8)講師等謝礼・旅費、
9)その他必要と認められる費目。 
＊費目の具体例等、会計の詳細については本部事務局に
問い合わせる。 
5. 選考： 
助成対象の選考及び助成額の決定は企画運営委員会、常
任理事会の審議を経て、理事会が行う。 
6. （重要）活動報告および会計処理 
支部・研究部会は本学会ニューズレターに活動内容の報
告を毎号掲載しなければならない。また、年度末におい
ては、定められた要領（追って連絡）により、企画運営
委員会に対し、活動・研究成果および会計の報告を行う
こととする。助成金に残金が生じた場合は本部事務局に
返金・清算する。期限は 2012 年 9 月 30 日まで（必着）
とする。 
これら活動報告および会計処理につき、適切に行われな
い場合は次年度以降の支部・研究部会の継続を認めない
等の措置をとることがある。 
7．申請書提出先・問合せ先 
国際開発学会本部事務局(JASID-HQ) 
〒487-8501 愛知県春日井市松本町 1200 
中部大学国際関係学部 野田真里（事務局長）研究室気
付 
Tel：0568-51-8594 Fax:0568-52-1325 
E-mail: hq@jasid.org http://www.jasid.org 
任期満了にともなう現本部事務局の
業務終了について 
本部事務局長 
野田真里 
今年度末の 2011 年 10 月 31 日をもって現在の第 7 期
執行部は 3年間の任期満了となりますが、実際は次期執
行部が総会で承認されるまでの間、業務を継続するこ
ととなります。現本部事務局におきましては、11 月 18
日（金）をもちまして業務を終了させていただきます。
新本事務局の業務開始は第 22回全国大会終了後の 11月
29日（月）を予定しております。この間、本部事務局か
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ら会員のお問い合わせへの対忚等すべての業務は停止
となります。皆様にはご不便をおかけいたしますが、
次期体制へのスムースな引き継ぎや、会員総会の準備
等に専念させていただきます。なお、新本部事務局の
連絡先等につきましては、決定し次第皆様にお知らせ
いたします。電子メールアドレスやホームページの URL
は継続の予定です。何卒、よろしくお願いいたしま
す。 
最後に、任期満了にあたり、会員の皆様に一言、御
礼の挨拶をさせていただきます。第 7 期（2009 年度～
2011年度）の 3年間にわたり、本学会の発展のために本
部事務局長として会務の運営にあたらせていただきま
したが、次回第 22 回会員総会をもちまして無事任期を
満了させていただくこととなりました。これもひとえ
に、会員の皆様のご協力そして、常任理事会、理事会
の皆さまをはじめ多くの皆様に支えられていただいた
おかげと、心より感謝申し上げます。また、この場を
借りて会員の皆様にご紹介させていただきたい点とし
て、本部事務局を支えてくださった若手会員の活躍が
あります。現本部事務局では若手の人材育成を目的に、
スタッフとして大学院生会員をキャリアップのために
雇用してまいりましたが、彼／女たちの活躍は特筆に
値すると存じます。歴代スタッフとしてご活躍いただ
いた、木村聖さん、小林大介さん、稲葉久之さん、大
久保亮宏さん、平野夢香さん、島津侑希さん、小島千
佳さん、和田桃香さんにはご尽力を高く評価するとと
もに、改めて心からの感謝の意を表します。本部事務
局を「修了」した皆さんは、その経験を活かして国際開
発・協力の第一線でご活躍いただいているのはうれし
い限りです。 
次期本部事務局への移行にさいしては、今期におい
て学会の急速な発展に対忚できるよう大改革を行い、
業務を整理しましたのでよりスムースな会務運営が可
能かと存じますが、なにぶん会員 2000 名に迫る大きな
学会ですので、会員の皆様のご協力がぜひとも不可欠
です。国際開発・協力に携わる研究者や実務者の「公共
財」として、国際開発学会の発展のために、引き続き皆
様のご理解・ご協力を賜りますよう、よろしくお願い
いたします。 
2012年度の学会費について 
本部事務局長 
野田真里 
すでにご案内の通り、第 58 回理事会の決定により、会
費請求を前納方式に改めることとなりました。本学会の
会計システム上、従来の初回学会費請求は年度半ばの 1
月となっておりました。しかしながら、本学会の運営に
あたっては年度初め（毎年 11 月ごろ）に多額の出金が
生じるため、キャッシュフローがショートし、会務運営
が困難となっていました。こうした問題を解決するため
に、新年度の会費を予めお支払いただく方式に、以下の
とおり改めてさせていただきます。 
1）2012年度（2011年 11月～2012年 10月）より初回学
会費請求時期を従来の 1 月から 9 月に変更致しました。
大学等の年度（4 月～翌年 3 月）からみますと、大学等
の本年度（2011 年度）に学会の来年度（2012 年度）の
会費をお納めいただくことになりますが、この点につい
ては従来も初回請求が 1月（大学等の本年度）であった
ため、変更ありません。 
2）納入期日につき、当初、9 月 30 日と予定していまし
たが、業務委託先の重大な不手際により請求書の発送が
遅れてしまいました。したがって、2012年度の会費納入
期日を、2011 年 10 月 20 日に改めさせていただきます、
期日までにご納入いただきますよう、お願いいたします。 
3）万一、10 月 20 日までにお支払いただけない場合は、
従来どおり、2012年 1月に 2回目、4月に 3回目の請求
をさせいただくことになりますが、会費請求にもコスト
がかかり、学会財政を圧迫しますので、原則として 10
月 20 日までに、ご納入いただきますようお願い申し上
げます。 
皆様のご理解・ご協力を何卒よろしくお願いいたします。 
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国際開発学会の「成人式」への 
ご協力に感謝を申し上げます 
20 周年記念事業特別委員会委員長 
下村恭民 
2010 年に国際開発学会は設立 20 周年を迎え、「成人」
を記念する色々な企画が実施されました。その過程で、
多数の学会員の方々に貴重な貢献をいただいたことに、
改めて深く感謝を申し上げます。学会の「成人式」を担
当する 20 周年記念事業特別委員会は、企画運営委員会
の下に設置され、西川潤会長を含む 11 名のメンバーで
活動してきました。記念事業が全体として完結に向かっ
ている今、活動の軌跡を振り返ってみたいと思います。 
「国際開発学会 20 年記念誌」の発刊 
設立から 20 年間の学会の歩みを振り返る記念誌発行の
ための編集委員会が設置され、国際開発学会編『貧困の
ない世界を目指して 国際開発学会 20 年の歩み』同友
館、2010 年 9 月が刊行されました。49 名の学会員に執
筆していただきましたが、どの文章も学会に対する愛着
と熱意に溢れています。本書の成果の一つは、学会の組
織体制や活動内容の変遷に関する基礎データを整理し
たことです。学会の初期の記録がかなり散逸していたた
め困難な作業でしたが、野田事務局長以下の事務局チー
ムの奮闘のおかげで、一つのベンチマークとなるデータ
整備が実現しました。 
なお、この記念誌の姉妹編として、学会の近年の活動成
果を収録した『開発を問い直す 転換する世界と日本の
国際協力』（仮題）が、近く日本評論社から刊行される
予定です。学会 20 周年記念大会など全国大会を中心と
したさまざまな機会に発表された成果を、多くの学会員
に執筆頂いたものです。 
20 周年記念シンポジウム 
学会 20 周年記念大会として 2010 年 12 月に開催された
第 21 回全国大会（開催校：早稲田大学）は、参加登録
数が 500 人に迫る盛会でした。20 周年記念シンポジウ
ム（共通論題セッション）は一般公開され、非会員を含
む多くの参加者が、3 名のパネリストと共に「開発を再
考する―ポスト・グローバリゼーション時代の展望」の
課題に向き合いました。ガヤトリ・チャクラヴォルテ
ィ・スピヴァク氏（コロンビア大学教授）が「開発・成
長・持続可能性」のテーマで、クライヴ・ハミルトン氏
（豪州チャールス・スタート大学副学長）が「福利
(wellbeing)」の概念について、西川潤会長が「日本の文
化伝統における開発パラダイム」のタイトルで、それぞ
れプレゼンテーションを行った後、フロアの参加者 23
名から出された質問・コメントに基づいて意見交換が行
われました。多様な角度から「開発」が論じられる過程
で、新鮮で刺激的な視点や、これまで見過ごされてきた
視点が提示され、今後の学会の活動への示唆が提示され
たと考えています。 
開発研究の方法論の再検討 
20 周年記念大会の一つのセッション「開発援助における
フィールド調査の再検討」は、20 周年記念事業特別委員
会に設置された「開発研究の方法論の再検討：フィール
ド調査のあり方を問い直す」小委員会の活動に基づく企
画セッションでした。平山恵会員を中心とする小委員会
の基本的な問題意識は、厖大な数のフィールド調査（途
上国での踏査）が行われる中で、現地フィールド側にさ
まざまな負担あるいは“しわよせ”が発生している状況
への懸念です。事前に学会員を対象としてアンケート調
査を行い、またフィールドワーク経験者や有識者へのイ
ンタビューを行って、フィールド調査の実情に関する学
会員の意見を汲み上げたため、企画セッションでは掘り
下げた検討が可能になりました。 
若手研究者の国際交流・人材育成支援（JASID-COE） 
20 周年を記念して、国際開発学会の若手会員（40 歳以
下）が発展途上国の若手研究者をパートナーとした国際
共同研究に対する研究助成を行うこととなり、トップ・
レベルの研究を支援したいという意思を込めて
「JASID-COE」の名称が採用されました。また選考を
担当するJASID-COE小委員会（委員長：野田真里会員）
が設立されました。 
2010 年 1 月にニューズ・レターおよび学会ホームペー
ジで要項の発表を行い、公募を開始しました。2010 年
春季大会（開催校：北海道大学）のポスター・セッショ
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ンの場で 8 名の参加者が研究企画を発表し、審査の結果
3 件が 2 次審査に進むこととなりました。2010 年 10 月
16 日に、第 2 次審査に臨んだ忚募者によるプレゼンテー
ションが行われ、小委員会、常任理事会、理事会での決
定を経て、以下の 2 件が授賞対象に選ばれました。 
大垣俊朗会員 「開発プロジェクトに対する住民の
態度形成への交友関係の影響」 
山下哲平会員 「永久凍土地帯における自然環境資
源利用・管理手法開発と環境 
意識 特に、水管理に係る自然科学的メカニズムの
解明と農村の協調的行動に着目  
して」 
本年 11 月の第 22 回全国大会（開催校：名古屋大学）に
おいて、途上国側の研究パートナーを招聘のうえで、成
果が報告されます。多くの学会員が審査や査読の労を取
っていただいたことに対し、改めて感謝を申し上げます。 
英文出版企画 
国際開発学会の設立 15 周年を記念して、学会の研究成
果を英文出版して国際発信することが計画され、豊田利
久前会長を中心とする編集委員会が、英国の Palgrave 
Macmillan から、Economic and Policy Lessons from Japan 
to Developing Countries のタイトルで出版する準備を進
めてきましたが、最終的な編集作業も終わりに近づき、
近く刊行される見込みです。 
 
ここまで 20 周年記念事業の動きを追ってきましたが、
すべての事業のさまざまな段階で、多くの学会員の方々
のご尽力を頂きました。何らかの成果が見られるとすれ
ば、それは学会員の参加の精華といえると思います。 
３年をふりかえって 
会計委員会 常任理事 
勝俣誠 
会計委員長などという私
の能力と生き方にもっとも
ふさわしくない大任をいた
だき何とか終わりそうです。
学会のお仕事はいろいろこ
れまでやってきましたが、このような大規模な学会の運
営面での理事は初めてでした。2 つだけ感想を述べさて
いただきます。 
一つは学会が利潤拡大を最大使命とする私企業と異
なり公共知的財として研究者がマネージメントの素人
集団として支え合うコミュニティーであることを実感
しました、これからもその精神を保てればと思います。 
もう一つは理事の方方の学会の在り方に関する真摯
な取り組みや学問の自立のためのさまざまな試行錯誤
などを目の当たりに見たり、聞いたりする機会を通して
「やり方の中に目指す社会がすでに見える」という私の
持つ経験則を実感することができました。開発研究とい
う優れて価値志向が明確な研究分野に携わる知的風土
は単なる研究効率によっては根付きません。熟慮と討論
が不可欠です。会長をはじめ理事の方方のこの点に関す
る強い使命感はいまだ 至らない私をもう尐しガンバル
ようにと励ましてくれました。過労によって倒れながら
事務局業務のみならず、会計事務業務までに対しても協
力を惜しまなかった野田真里事務局長はまさにこの使
命観を体現していました。 
最後に会計委員会の宮田春夫会員および重田康博会
員に超多忙な時間を割いて、協力と提言をしてくれたこ
とに感謝します。また経理担当経験の長い私の学部の卒
業生数人が休暇まで取って会計作業を開発学会の趣旨
を理解して手伝ってくれました。ここに改めてありがと
うを言わせていただきます。 
『国際開発研究』のホームページ掲載 
 学会誌編集委員長 
鈴木 紀 
『国際開発研究』が学会のホームページ上で読めるよ
うになりました。トップページから「学会誌・書籍・出
版物」→「バックナンバー」と進むと、バックナンバー
の目次がならんでいます。このうち第 13 巻 1 号以降に
ついては、掲載された研究（原著論文・研究ノート・調
査研究報告・書評など）の全文が閲覧ならびにダウンロ
ード可能となりました。パスワードは不要なので、会員
以外の方も利用できます。今後は、発行から 6 カ月を経
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た最新号も順次掲載していく予定です。あわせて投稿規
程、執筆要項の PDF ファイルも掲載しました。これら
は「学会誌・書籍・出版物」のページからそれぞれのペ
ージに進んでください。また英文ホームページの
Publication→Back numbers には、同様に 13 巻 1 号以
降の研究の英文要旨を掲載しました（英文論文の場合は
全文を掲載しました。）是非、ご活用ください。またご
意 見 、 ご 要 望 が あ れ ば 学 会 誌 編 集 委 員 会
（journal@jasid.org）までお寄せください。 
支部・研究部会の活動報告 
関西支部 
支部長 小川 啓一 
関西支部では第 53 回、54 回、55 回の研究会を開催しま
したので、報告させて頂きます。 
第 53 回研究会 
テ ー マ ：「 Electronic Learning Media at Higher 
Education in Uganda: The Impact of Gender, Media 
Ownership and Field of Study」 
講師：Stephen Ndawula 氏（Kyaｍbogo 大学講師、広
島大学客員教授） 
日時：2011 年 6 月 27 日（水）18:30-20:30 
場所：神戸大学大学院国際協力研究科棟大会議室  
言語：英語 
参加人数：20 名（内 17 名が学会員） 
概要： 
Ndawula 氏はウガンダの高等教育における電子メディ
アを活用した教育（e ラーニング）に関して、ご自身が
Kyambogo 大学で実施された調査結果をもとに、研究発
表されました。ジェンダー格差は見られなかった一方、
学生の研究領域の違いによっては格差が見られたこと、
PC の所有する学生の方が e ラーニングを活用している
傾向があることなどが報告されました。 
質疑忚答の際に、調査結果やウガンダの e ラーニングの
現状に関する質問やコメントが多数寄せられました。 
第 54 回研究会 
テーマ：「 Higher Education Reform: Trends and 
Challenges from Comparative Perspective」 
講師：Bat-Erdene Regsuren 氏（東京工業大学招聘教授）、
山口しのぶ氏（東京工業大学） 
日時：2011 年 7 月 6 日（水）18:00-20:00 
場所：神戸大学大学院国際協力研究科棟大会議室  
言語：英語 
参加人数：16 名（内 13 名が学会員） 
概要： 
Bat-Erdene 氏、山口氏は、高等教育改革のあり方につ
いて、モンゴルと日本の高等教育政策に関する比較研究
の成果を報告されました。本比較研究は、主に財政面か
らの視点で行われ、財源の多様性や、高等教育機関の自
律性促進の重要性等が、研究結果として共有されました。 
モンゴルや日本の高等教育行政の現場が抱える問題に
関する意見交換が、発表後に行われました。 
第 55 回研究会 
テーマ：「Transforming School Education in Sri Lanka: 
From Cut Stones to Polished Jewels」 
講師：荘所真理氏（世界銀行教育スペシャリスト・コン
サルタント） 
日時：2011 年 7 月 7 日（水）18:30-20:00 
場所：神戸大学大学院国際協力研究科棟大会議室  
言語：英語 
参加人数：20 名（内 16 名が学会員） 
概要： 
荘所氏は、現在ご自身が携われているプロジェクトをも
とに、スリランカの教育セクターの重点課題の一つであ
る自律的学校経営の導入による効果についてご発表さ
れました。人々の教育意識が非常に高い一方、教育への
政府支出が尐ないことを紹介。最後に、パイロット・プ
ログラムに関するインパクト分析の結果について共有
されました。 
スリランカの教育レベルの高さの要因や、世界銀行のプ
ロジェクトの具体的な今後の展望について、質問やコメ
ントが寄せられました。 
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東海支部 
支部長 アーナンダ・クマーラ 
国際開発学会東海支部(JASID-Tokai)2011 年度第４回研
究会及び合宿について次のとおり報告いたします。 
第４回研究会 
○タイトル：日本の国際協力活動と青年海外協力隊 
○内容：シンポジウム(基調講演、参加型ワークショッ
プを含む）。研究者、JOCV 元隊員、その親などに話題提
供してもらい、参加者同士で議論。 
○共催：シウダック、三重県協力隊を育てる会（MIESO
ーJOCV)、（社）協力隊を育てる会、他 
○日時：７月９日（土）１３：３０～１７：００ 
○場所：鈴鹿国際大学 文化ホール  
○参加者数： 
第 1部（基調講演） 130人 
第 2部（分科会）  90人（4分科会） 
第 3部 分科会報告・討論会 85人 
 
日本の開発経験 合宿 
○タイトル：垂井町の住民主体のまちづくり＆新しい縁
づくり 
○共催：地域主体の国際協力・岐阜（DDC-GIFU） 
○日時：２０１１年８月５日（金）～６日（土） 
○場所：岐阜県垂井町 
○対象者：テーマに関心のある者 
○主な内容： 
① ２０１０年３月に“垂井町まちづくり基本条
例”を制定し、２０１１年４月に施行した垂井町の担当
者との意見交換 
② ２００５年に垂井町で最初のＮＰＯ法人と
して活動を始めたＮＰＯ法人 泉京・垂井の関係者との
意見交換、交流（ＮＰＯ法人 泉京・垂井は、東日本大
震災被災者受け入れ事業「ぎふ・西濃“新しい縁づくり”」
の事務局を務める） 
③ 垂井町内における具体的な住民主体のまち
づくり事例の見学、訪問 
○参加者数：7人 
国際開発学会東海支部事務局（JASID-Tokai Secretariat）
連絡先 
E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
支 部 事 務 局 長 ： 伊 藤 か お り
http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.ht
ml 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東早苗（副支部長）研究室気付 
Tel:052-789-4977 Fax:052-789-4977 
＊ JASID東海では報告者を公募しています。本
支部の報告はレフリー付きです。 
＊ 支部会員のかたで、メールアドレス、ご所属、
ご連絡先等変更の場合は事務局までご連絡ください。 
 
広島支部 
支部長 池田 秀雄 
 
広島支部では、7 月 14 日にインドネシアから帰国したば
かりの JICA 専門家増田知子氏を招へいし、広島大学大
学院国際協力研究科にて研究会を実施しました。 
 
Presenter 
●Lesson Study in Indonesia -Past, Present, Future- 
Former JICA Expert (Advisor to Directorate 
General for Basic Education), Indonesia   
         Ms. Tomoko Masuda 
●Lesson Study Activities in Indonesia   
IDEC Master Students  
         Mr. Abdul Garfur  
         Mr. Subadi  
Facilitator:  IDEC Professor 
       Takuya Baba    
広島大学で行っている理数科教育プロジェクトの関係
者、経営学の専門家および鳴門教育大学からは理科教育
が専門の小澤大成教授にもご参加を頂き、活発な議論が
行われました。インドネシアにおける授業研究では、大
学が十な役割を果たしていることが特徴的であるとと
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もに、持続性という観点からはまだ課題を抱えているこ
とが分かりました。 
今後はこれらの点を深めていけるような形で、研究会を
開催していきたいと考えています。 
 
「島嶼社会の振興開発と内発的発展」 
主査 松島 泰勝 
第三回 国際開発学会「島嶼社会の振興開発と内発的
発展」研究部会を、平成２３年９月２５日（日）１３時
から１７時に龍谷大学深草学舎第一共同研究室におい
て、龍谷大学社会科学研究所との共催で行った。講師は、
広島大学総合科学研究科准教授池田佳代氏、マラヤ大学
Ph.D Candidate 辻修次氏、コメンテーターは龍谷大学経
済学部教授松島泰勝氏、司会は成蹊大学非常勤講師三田
剛史氏という構成で行った。 
まず、池田佳代氏は「アメリカ・オバマ政権の日米同
盟強化に向けた戦略」―グアム統合軍事開発計画をめぐ
るワン・グアム政策に関する考察を中心に―というテー
マで、講演を行った。 
公民権運動後のアメリカの内政における、人種プロジ
ェクトの変遷と政治の関係で、「忘れ去られたアメリカ
人」の問題を取り上げ、アメリカ政府の人種プロジェク
トが、アメリカの白人の労働者階級の中に「忘れ去られ
たアメリカ人」を作り出している背景を述べられた。冷
戦後のアメリカの人種政策は、公平や普遍性をめざすも
のであった。一方、白人で労働者階級の貧困の問題を作
り出した。そしてその多くが PTSD や身体的障害などを
負った帰還兵であるという。「忘れ去られたアメリカ人」
はアメリカの人種プロジェクトおよび外交・軍事政策の
構造によって生み出されたものである。「ニューデモク
ラット」の政治的要求にも影響を与えている。 
ところで、沖縄駐留海兵隊のグアム移転に際して、６
万から８万のアメリカ人がグアムに移住することが見
込まれている。そしてその中心は、白人労働者階級が想
定されているという。これは「ニューデモクラット」の
政治的要求に忚えるものである。その中で、アメリカ政
府はワン・グアム政策を推し進めようとしている。これ
まで、前方展開基地は国防省中心の予算を充てていた。
しかし、今後は軍中心の運用では難しくなることが想定
される。そのために国防省以外の各省庁の予算も配分し、
ワン・グアム政策を推し進める。グアム人の愛国心を高
め、民への注意を払い、民の力もワン・グアムへ向かわ
せる。これは「忘れ去られたアメリカ人」に対するもの
であり、沖縄駐留海兵隊のグアム移転に際して、アメリ
カ政府がグアム政府と一体となった国家政策である、と
する報告であった。 
池田氏の報告にたいし、コメンテーターの松島泰勝氏
は、「アメリカの前方展開基地の再編にあたって、アメ
リカの人種プロジェクトと政治の関係も視野に入れた、
大きな視点からの今後の動向を見極めるもので、非常に
興味深い」とし、その研究の意義を位置づけた。 
次に、辻修次氏は、「地域ぐるみ型保全のパラドクス」
―パラオ共和国におけるミクロネシアチャレンジの事
例を中心に―というテーマで講演を行った。 
環境保全、地域の自立、市民の関与は、「内発的発展
論」など開発論に対するオルタナティブのキーワードで
ある。しかし、辻氏は、これらのキーワードのいずれか
を旗印にしたプロジェクトが、他の何れかを阻害してい
る事例があるとし、パラオ共和国の「レメンゲサウ政権
とミクロネシアチャレンジ」（生態的一貫性―保全によ
る雇用―援助中心の経済）その反動としての「トリビオ
ン政権と保全の変容」（構造調整―生態的一貫性の後退
―経済的自立）をあげ、その政策の「環境保全」と「地
域自立」のパラドクスを取り上げた。 
レメンゲサウ政権のもとにおける TNC（ネーチャーコ
ンサーバンシー）の関与による環境保全。現在推進され
ている、トリビオン政権における構造調整による経済自
立の達成。レメンゲサウ政権においては、「保全」「市民」
⇔「自立」「自決」「社会変動」という図式であったもの
が、トリビオン政権においては「自立」「市民」⇔「環
境」「自決」「社会変動」という図式になり、「保全」と
「自立」がトレードオフの関係になっている。このよう
に辻氏は指摘するのである。 
討論時「ミクロネシアチャレンジ」の評価や TNC の
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評価について、質問が出された。今後、十分な検証は必
要であるが、内発的発展論の重要なキーワードがセット
たりうるか、とした氏の問題提起は注目に値する。 
 
『障害と開発』研究部会 
事務局代理 千葉 寿夫 
「障害と開発」研究部会では、今年度の締め括りとして、
10 月 22、23 日に公開研究会を実施致します。 
22 日には、東京農業大学世田谷キャンパスにて杉原たま
え氏（東京農業大学教授）から「日本における農業分野
の障害者雇用の現状」、また上野俊行氏（東京大学大学
院博士課程）から、「ベトナムのバリアフリー事情につ
いて」発表頂きます。 
23 日には、京都大学に所属する、吉村千恵氏と戸田美佳
子氏よりタイやアフリカの障害者事例を取り上げ発表
頂く予定です。公開研究会の詳細は、開発学会の ML に
て案内させて頂きます。 
また今後、「障害と開発」に関する情報発信を強化すべ
く、本研究会のブログを開設致しました。今後の公開研
究会の案内や報告など本ブログを通して実施したいと
思います。http://blog.canpan.info/disability_d/。また「障害
と開発」に関連する情報もリンクして掲載する予定です。 
最後に、今後も活動を継続し、教育や就労、貧困削減な
どより多くの開発分野に障害を取り入れていくために、
多分野の方との交流を深めたいと思っています。公開研
究会を含め、「障害と開発」に関するセミナー情報など
も発信していきますので、皆様の参加をお待ちしていま
す。 
院生部会 
主査 竹前 由美子  
■第 170 回月例研究会報告 
日時：2011 年 10 月 10 日（月）15:30-16:45 
場所：東京大学駒場キャンパス 
発表者： 
角田直毅 
東京大学大学院 工学系研究科 社会基盤学専攻 
 建設マネジメント研究室 
参加人数：9 名 
発表概要： 
・角田直毅“Impacts of alternative vehicle technologies 
& infrastructure improvements on Lagos BRT”（邦
題：「代替車両技術とインフラ整備がラゴス BRT に与え
る影響」） 
 発表は、ナイジェリア最大の都市ラゴスにて 2008 年
３月に開業した、アフリカ初の BRT（バス・ラピッド・
トランジット）を取り上げ、欧州排出基準の EuroⅠを
満たす BRT 車両が、①より厳しい基準に将来アップグ
レードされた場合と、②道路インフラが現在より整備さ
れた場合の２つにおいて大気汚染物質の削減量を予測
するというものであった。 
 近年、環境問題に関心が高まり、環境に優しい交通
（EFT）が注目されるようになってきた。BRT はその１
つであり、成長著しいラゴスにはバスサービス改善を目
的として 2008 年に導入された。ラゴスでは公共交通が
体系化されていないことに加え、排出量の多い自動車や
渋滞のための大気汚染が課題である。とりわけ後者に関
しては、大気汚染の原因物質の排出に関しての法的枞組
みがない現状にある。また現在の BRT の技術は EuroⅠ
という古くからある排気ガス規制レベルを満たしてい
るが、これより厳しい基準を満たす車両は未だ導入され
ていない。従って発表では BRT の大気汚染物質排出量
に関して、代替車両技術導入時の影響とインフラ整備時
の影響を予測し今後の大気汚染対策に提言を行うこと
が目的として定められていた。 
研究手法は Average-speed emission models が用いら
れた。この方法は大気汚染物質の排出量を車両の平均速
度から計算するというものであり、①現在の BRT の排
出量を求めると共に、②代替車両技術を用いた場合（現
在用いられている車両は EuroⅠという基準を満たすも
のであるが、それを EuroⅡ～Ⅴにアップグレードした
場合）、更に③バス専用レーンなどのインフラを整備し
た場合を予測した。 
 この研究から代替車両技術を導入する方がインフラ
を整備するよりも汚染物質削減に対する効果が高いこ
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とが明らかになった。また技術導入によって汚染物質の
PM は 40％、NOx は 10％減らすことが出来ると示され
た。 
質疑忚答では、BRT 利用者のバス代金に対する考え方、
バス以外のインフラが発展しにくい理由、技術をアップ
グレードする際の担い手についてなどの質問が行われ
た。また実際に現地に行って利用者のユーティリティを
調査すると良いのではないか、といったコメントも寄せ
られた。今後途上国の大気汚染問題を解決していく必要
がある中で、排出削減効果の高い政策を明らかにした興
味深い内容であった。 
 
国際開発関連新刊書 
本 NL では、国際開発・国際協力関連の新刊書ご紹介のコーナーを 4 月、11 月の年２回設けることになりました。BOOK 
Web データや大手書店、そしてアジア経済研究所図書館の新刊書案内から開発関連書をピックアップしています。コ
ピーは、書店広告や当該書目次、上記案内等から抜いており、国際開発学会の見解を反映するものではありません。紹
介洩れ等、お気づきの点は、担当の中野佳裕（nakano.aube@gmail.com）までお知らせ下さい。 
開発理論 
 
人間開発報告書〈２０１０〉国家の真の豊かさ―人間開発への道筋 
横田洋三、秋月弘子、二宮正人【監修】 国連開発計画【著】 
阪急コミュニケーションズ （2011 年 8 月出版） 価格： ￥5,040 (税込)  
 
概要/ 第１章 人間開発を再定義する/ 第２章 人々の前進/ 第３章 進歩の多様な道 
第４章 「よいことは重なる」とは限らない/ 第５章 不平等と貧困の測定における革新 
第６章 ２０１０年以降の検討課題/ 統計別表/ 統計表 
 
ケアの社会学―当事者主権の福祉社会へ 
上野 千鶴子【著】 
太田出版 （2011 年 8 月出版） 価格： ￥2,992 (税込)  
 
超高齢社会における共助の思想と実践とは何か？！膨大なフィールドワークと精緻な理論に裏打ちされ
た、上野社会学の集大成にして新地平。 
 
アイデンティティと暴力―運命は幻想である 
アマルティア・セン【著】 大門毅【監訳】 東郷えりか【訳】 
勁草書房 （2011 年 7 月 出版） 価格： ￥2,205 (税込)  
 
二一世紀の世界は暴力に満ちている。はたしてこれは、「文明の衝突」なのか？西洋とイスラムは対立す
るしかないのか？ひとは宗教や文明にもとづいたアイデンティティしか持てないのか？本書では世界
史、哲学、経済学などの豊富な知見をもとに、現代世界を読み解く新たな枞組みを提示する。アイデン
ティティは与えられたものではなく、理性によって「選択できる」のだ。 
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「持たざる国」の資源論―持続可能な国土をめぐるもう一つの知 
佐藤仁【著】 
東京大学出版会 （2011 年 6 月 出版） 価格： ￥2,940 (税込) 
 
資源調達網としての「共栄圏」構想が潰え植民地も失った戦争直後の日本．極度に限定された条件のも
とで，スケールの大きい資源論が，経済の自立，地域住民による参加，そして環境への配慮と持続可能
性までを視野に入れ，花咲こうとしていた．高度成長をへて，いまは忘れられた思想の系譜に再照明を
あてる． 
 
天災と人災―惨事を防ぐ効果的な予防策の経済学 
世界銀行、国際連合【共編】 千葉啓恵【訳】 
一灯舎 オーム社〔発売〕 （2011 年 6 月出版） 価格： ￥3,150 (税込)  
 
世銀や国連の行なったハイチやトルコの大震災、エチオピアの大干魃、インドネシアを襲った大地震と
大津波等の例から具体的な対忚の成功と失敗を検証。 
先進国の例も豊富に提示し失敗による人災を明らかにする。 
 
グローバル化を超えて―脱成長期 日本の選択 
西川潤【著】 
日本経済新聞出版社 （2011 年 6 月出版） 価格： ￥2,625 (税込)  
 
３・１１東日本大震災は、１つの成長優先文明の終わりを告示した。 
私たちは、豊かさとは何か、貧困とは何か、幸福とは何か、を真剣に再考する時期にある。 
グローバル化の無批判的な受容からポスト・グローバル化の時代へ、モノ優先から生きがい重視の幸福
社会へ。世界と日本の具体的な実例から、移行の展望を描き出す。 
 
脱成長の道―分かち合いの社会を創る 
勝俣誠、マルク・アンベール【編著】 
コモンズ （2011 年 5 月出版） 価格： ￥1,995 (税込)  
 
つましくも豊かで幸せな暮らしへ。 
簡素な生き方から見えてくる共に楽しく生きられる（コンヴィヴィアル）な世界を１１人が多様に描き
出す。 
第１部 簡素に生きる 
第２部 コンヴィヴィアリズムが拓く“世界” 
第３部 本当の幸福について考えてみよう 
 
シリーズ環境の世界〈３〉国際協力学の創る世界 
東京大学大学院新領域創成科学研究科環境学研究系【編】 
朝倉書店 （2011 年 3 月 出版） 価格： ￥3,675 (税込)  
 
１ 国際協力学から見た“環境の世界”創成の戦略 
２ 日本の国際協力 
３ 資源とガバナンス 
４ 人々の暮らし 
 
「人間の安全保障」論―グローバル化と介入に関する考察 
カルドー，メアリー【著】山本武彦、宮脇昇、野崎孝弘【訳】 
法政大学出版局 （2011 年 3 月出版） 価格： ￥3,780 (税込)  
 
一人ひとりの人間の生存と安全な生活を国際社会全体がいかに保障するのか。 
そのありかたについてコスモポリタニズムの思想から考察する。 
15 
開発援助 
 
脱「国際協力」：開発と平和構築を超えて 
藤岡美恵子、越田清和、中野憲志【編著】 
新評論 （2011 年 8 月出版） 価格： ￥2,625 (税込) 
 
国際協力の分野において社会変革の危機は今、さらに深まりつつある。国益実現のツールとしての政府
開発援助（ＯＤＡ）の戦略的活用路線がますます明確になり、対テロ戦争と並行共存する平和構築が日
本の国際協力政策の中核の一つに位置づけられるようになっているからだ。本書はこの危機の深まりを
捉えるために、国際協力政策の背景やその依拠する考え方、そして国際協力という言説そのものの見直
しに主眼をおいている。 
 
ＢＯＰビジネス入門―パートナーシップで世界の貧困に挑む 
菅原秀幸、大野泉、槌屋詩野【著】 
中央経済社 （2011 年 7 月 出版） 価格： ￥2,310 (税込) 
 
「世界から貧困をなくし持続可能な地球社会を実現する新しいビジネス」をパートナーシップによって、
いかに実現していくか。国際ビジネス、開発援助、欧州と途上国現場の最前線で活動する 3 名の著者が、
こういった共通の「思い」をもって日本発の BOP ビジネス像を論じる。 
 
開発援助と人類学―冷戦・蜜月・パートナーシップ 
佐藤寛、藤掛洋子【編著】 
明石書店 （2011 年 6 月 出版） 価格： ￥2,940 (税込) 
 
人類学者にとって「開発」を避けて通れないいま、いかに開発援助に関わり、貢献するか。いかに開発
と人類学の相互に実りあるパートナーシップを築き上げるのか。これらの課題に答える開発現場での実
践経験を通しての論考を集めた、これからの開発人類学入門書。 
 
 
 
 
 
政府開発援助（ＯＤＡ）白書〈２０１０年版〉日本の国際協力 
外務省【編】文化工房 （2011 年 4 月出版） 価格： ￥2,500 (税込)  
 
第１部 ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）と日本の取組 
第２部 新たな政府開発援助（ＯＤＡ）のあり方―ＯＤＡを改めて考える 
第３部 ２００９年度の政府開発援助実績 
資料編 
 
 
国際公務員のキャリアデザイン―満足度に基づく実証分析 
横山和子【著】 
白桃書房 （2011 年 3 月出版） 価格： ￥3,150 (税込)  
 
個人的な体験に基づくのではなく、客観的なデータを用いてまとめた国際公務員のキャリア研究。本書
は、国際機関に勤める日本人職員の働き方や採用までの過程も研究し、日本人の国際的なキャリア形成
に示唆を与える。付録には、国際公務員２４名のキャリア・パスに関するインタビュー記録も収める。
本書は，成果主義の人的資源管理を行う国際機関に勤務する日本人職員の働き方や採用までの過程を研
究することで，日本人の国際的キャリア形成に示唆を与える。 
 
 
 
 
 
 
16 
社会開発 
 
自然災害ボランティア・ハンドブック ー被災地に負荷をかけない活動の手引きー  
能條歩・北海道教育大学災害ボランティア隊【著】 
NPO 法人・北海道自然体験活動サポートセンター（2011 年 7 月出版） 価格：700 円＋税 
 
東日本大震災発生直後の 2011 年 3 月末から 2 週間、インフラが復旧していない状況でも可能な形で行
われた自立型ゼロエミッション・ボランティア活動の詳細な記録と、災害ボランティアを行うための心
得・装備品のリスト、およびその使用方法・安全管理上の留意点などをまとめたもの。 
 
 
 
 
グローバル・ティーチャーの理論と実践―英国の大学とＮＧＯによる教員養成と開発教育の試み 
ミリアム・スタイナー【編】開発教育協会【企画協力】 岩崎 裕保 湯本 浩之【監訳】 
明石書店 （2011 年 7 月出版） 価格： ￥5,775 (税込)  
 
詳細 
第１部 グローバル時代の教員養成の背景と原則 
第２部 グローバル・ティーチャーの方法論・連携論・実践論 
補論 解説にかえて 
 
地域公共人材叢書 第２期〈第１巻〉持続可能な地域実現と協働型ガバナンス―日米英の事例比較を通
じて 
斎藤文彦、白石克孝、新川達郎【編】 
日本評論社 （2011 年 6 月出版） 価格： ￥3,150 (税込)  
 
第１章 持続可能な社会を目指すローカル・ガバナンスの探求 
第２章 英国における持続可能性、地方政府、市民参画 
第３章 ポートランドにおける持続可能性政策とプログラム 
第４章 日本における持続可能な地域実現へのチャレンジと課題 
第５章 持続可能な社会の実現のために 
 
グローバル化・変革主体・ＮＧＯ―世界におけるＮＧＯの行動と理論 
美根慶樹【編】大橋正明、高橋華生子、金敬黙、長有紀枝、遠藤貢【著】 
新評論 （2011 年 6 月 出版） 価格： ￥3,360 (税込)  
 
市民社会の明日を切り拓く本格的なＮＧＯ論集。“非国家主体”としてのＮＧＯの実像に迫る。日本のＮ
ＧＯの実態、ＮＧＯの民主政治・メディア・国際法・国際政治との関係。 
 
ＮＧＯから見る国際関係―グローバル市民社会への視座 
毛利 聡子【著】 
法律文化社 （2011 年 5 月出版） 価格： ￥2,415 (税込) 
 
従来、国家の視点から描かれてきた国際関係を NGO の視点から描く。第Ⅰ部では、貧困 
や地球環境、人権問題等における NGO の活動を検証する。第Ⅱ部では、他の市民社会ア 
クターとともに規範形成に関わった事例（対人地雷全面禁止、債務帳消し、国際刑事裁 
判所設立運動など）を分析することによって、規範起業家としての役割に注目する。第 
Ⅲ部では、世界社会フォーラムの動きを追いながら、オルタ・グローバリゼーション運 
動の向かう先を展望する。 
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発展途上世界の観光と開発 
デ－ヴィド・Ｊ．テルファ－、リチャ－ド・シャ－プリ－【著】 
古今書院 （2011 年 5 月出版） 価格： ￥3,990 (税込) 
 
本書は、グローバルにますます増大する観光需要に忚じ、発展途上諸国の開発手段として観光がもたら
し得る国民所得の増加、雇用の創出、地元経済の活性化等のプラス面とともに、環境破壊、外部資本の
利潤追求と地元エリートの結託による地元一般民衆の疎外、利潤の流出、伝統文化の変容ないし破壊と
いったマイナス面も多々存在することを、各地の詳細な具体例を挙げて説明している。 
 
移民の子どもと格差―学力を支える教育政策と実践 
ＯＥＣＤ【編著】斎藤里美【監訳】布川あゆみ、本田伊克、木下江美【訳】 
明石書店 （2011 年 4 月出版） 価格： ￥2,940 (税込)  
 
第１章 移民の子どもの教育政策：意義と概要第２章 移民の子どもをとりまく主要な課題と可能性 
第３章 学校改革のための政策と実践 
第４章 教育制度改革のための政策と実践 
付録１ ＯＥＣＤ移民教育政策評価プロジェクトの概要 
 
支援のフィールドワーク―開発と福祉の現場から 
小國和子、亀井伸孝、飯嶋秀治【編】 
世界思想社 （2011 年 4 月出版） 価格： ￥2,415 (税込)  
 
開発プロジェクトの後の農村、暴力と向き合う児童福祉施設、占領下のパレスチナ…。 
「支援ある風景」のなかでのフィールドワークを通じて、実践の現場で使えるかかわりの作法が浮かび
あがる。 
 
国際社会学の実践―国家・移民・ＮＧＯ・ソーシャルビジネス 
三橋利光【著】 
春風社 （2011 年 3 月出版） 価格： ￥2,500 (税込)  
 
「公正で慎ましく豊かで健康的な人間味のある世界」に向かって何ができるのか。個人から始まる行動
が、家族‐地域社会‐国民国家社会‐大地域圏を経て、地球社会に達する過程を具体例とともに描き出
す。 
 
アフガニスタン復興への教育支援―子どもたちに生きる希望を 
小荒井 理恵【著】 
明石書店 （2011 年 2 月出版） 価格： ￥2,520 (税込)  
 
「終わりなき戦争」ともよばれるアフガニスタン戦争。 
そのなかでも人びとは教育に、生きる希望、復興への希望を託しつづけている。 
この地で教育支援に携わる著者が、子どもたちの声、現場の様子を克明に伝え、支援のありかたについ
て考える。 
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地域研究 
 
異常な契約―ＴＰＰの仮面を剥ぐ 
ジェーン・ケルシー【編著、環太平洋経済問題研究会、農林中金総合研究所【共訳】 
農山漁村文化協会 （2011 年 6 月出版） 価格： ￥2,730 (税込)  
 
「規制改革」の結果、人びとの暮らしがむしろ悪化した、とする批判がニュージーランド国内で尐なく
なかった。が、かつて我が国でニュージーランドの改革を宣伝した人びとは、こうした問題点には口を
つぐんでいる。本書では、社会学や経済学の立場から、重要な政策を自国で決定できなくなることがも
たらす危険を警告している。 
 
 
創成社新書 インドネシアの土地紛争―言挙げする農民たち 
中島 成久【著】 
創成社 （2011 年 5 月出版） 価格： ￥840 (税込)  
 
民主化で進む暴力、軍ビジネス開発に翻弄される人々を追う。 
序章 土地紛争、改革時代の幕開け 
第１章 開発の正当性―地方からの反乱 
第２章 共有地権をめぐる闘い 
第３章 抵抗と暴力 
第４章 水の公共性、民営化と水利権をめぐる紛争 
第５章 開発移民、開発ディアスポラ 
終章 土地紛争、「改革」時代１０年の軌跡 
 
「交流の時」を迎える中越国境地域―中国広西チワン族自治区の北部湾開発 
関満博、池部亮【編】 
新評論 （2011 年 4 月出版） 価格： ￥6,300 (税込)  
 
陸でベトナムに、海でＡＳＥＡＮ・南アジアに接し、優れた港湾能力を秘める広西チワン族自治区。そ
の産業化と人びとの「出会い」の最前線から、アジア経済交流の未来と可能性を眺望する。 
 
シリーズ・現代の世界経済〈２〉現代中国経済論 
加藤弘之、上原一慶【編著】 
ミネルヴァ書房 （2011 年 4 月出版） 価格： ￥3,360 (税込)  
 
中国についての多角的な現状分析を平易な文章で提供。 
経済の歩み、産業構造、格差や貧困、環境問題やグローバル化といった視角から幅広く中国経済を学ぶ
ことができるようになっている。 
 
開発経済論の検証―「新・東アジアモデル」を求めて 
坂田幹男【著】 
国際書院 （2011 年 4 月出版） 価格： ￥2,940 (税込)  
 
東アジアのリージョナリズムの展望は、市民社会および民主主義の成熟こそが保障する。 
戦前この地域に対して「権力的地域統合」を押しつけた経験のある日本はそのモデルを提供する義務が
ある、という問題意識の下で新しい東アジアモデルを構想している。 
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２１世紀への挑戦〈３〉日本・アジア・グローバリゼーション 
水島司、田巻松雄【編】 
日本経済評論社 （2011 年 4 月出版） 価格： ￥2,625 (税込)  
 
目を見張る経済発展と目を覆う貧困。 
アジアのグローバリゼーションの展開は、２１世紀をどう変えるのか。 
経済成長、開発と政治、移動、都市化、紛争、下層を焦点に、その動きを捉え、描く。 
 
シリーズ・現代の世界経済〈７〉 現代ラテンアメリカ経済論 
西島 章次 小池 洋一【編著】 
ミネルヴァ書房 （2011 年 4 月出版） 価格： ￥3,675 (税込)  
 
グローバル化が進展する中、ラテンアメリカが世界経済へ与える影響は大きくなり、日本との結びつき
もいっそう強まっている。発展途上国の中で最も早く徹底した市場自由化を試み、グローバル化が進展
したラテンアメリカ。本書は、その独自で多様な経済問題に焦点をあわせ、その課題と克服するための
政策をわかりやすく解説する。ラテンアメリカ経済を学ぶことで、現代世界が抱える経済開発問題を解
く鍵を見出す。 
 
インドにおける教育の不平等 
佐々木宏【著】 
明石書店 （2011 年 3 月出版） 価格： ￥3,780 (税込)  
 
序章 開発途上諸国における教育の不平等 
第１章 インドにおける教育の不平等の問題 
第２章 重層化した教育機会 
第３章 経済発展の果実をめざして―英語私立学校で学んだ若者たち 
第４章 貧困と伝統のなかで育つ―早期に中途退学をした若者たち 
第５章 中途半端な高学歴者―ヒンディー語学校で高等教育まで進学した若者たち 
第６章 結論 
環境 
 
失敗した環境援助 ― 温暖化対策と経済発展の両立を探る 
李賢映、上野貴弘【著】 
エネルギ－フォ－ラム （2011 年 8 月出版） 価格： ￥2,520 (税込) 
 
第１部 温暖化対策援助を問い直す  
第２部 経済発展と両立する温暖化対策援助  
 
生物多様性をめぐる国際関係 
毛利勝彦【著】 
大学教育出版 （2011 年 5 月出版） 価格： ￥2,730 (税込) 
 
愛知目標、名古屋議定書、名古屋・クアラルンプール補足議定書は国際関係を 
変えられるか。「生物多様性の 10 年」のスタートにあたり、国際機関・政府・ 
企業・市民などあらゆる部門の力を結集して、「自然と共生する」世界をどう 
構築するかを考える。 
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ニューズレターの完全電子化 
広報委員長 
 勝間靖 
この 2011 年 10 月号から，国際開発学会のニューズレ
ターは完全に電子化されました．この１年強のあいだ，
ニューズレターの電子化について，常任理事会，理事会，
会員総会で説明や議論がおこなわれ，それぞれの手続き
において了承をいただいた結果です．それでも，今号か
らの完全電子化に対して，会員の皆さまから実際にどの
ような反忚があるのか，広報委員長として緊張していま
す． 
 いろいろな議論がありましたが，電子化を進める意見
としては，大きく２点があったかと思います．第１点は，
経費削減です．2000 人に迫る会員から構成される学会
で，海外に在住されている会員も尐なくありません．会
員の皆さん全員に，ニューズレターを印刷し，封入し，
発送するためには年間数百万円の費用がかかっていま
した．常任理事会において「事業仕分け」をおこなった
結果，電子化を検討すべきとなりました． 
 第２点は，環境に配慮しながらの効率化です．国際開
発学会では地球環境保全や持続可能な発展が学術的に
議論されることも多いのですが，学会運営においてもそ
れを実践すべきという考え方があります．住所変更が頻
繁な会員の方も多く，毎回 100 以上のニューズレターが
宛先不明で不達となることがありました．とくに，高い
費用をかけて海外へ発送したニューズレターが数カ月
後に返送されてくることもあります．こんにち，会員の
皆さんのほとんどが電子メールを学会名簿に登録され
ていることを考えると，電子ファイルとして作成して電
子メールの添付書類として送り，ペーパーレスを図るこ
とも環境と効率の両面から意義があると思われます． 
 もちろん，電子メールを積極的に使用されていない会
員も一部におられるかもしれず，デジタル・ディバイト
の問題が起こる可能性についても慎重に議論されまし
た．そこで，まず海外在住会員に限定して電子化を導入
しました．これまでのところ，１件の苦情もなく，むし
ろ歓迎するというメッセージが寄せられています．そこ
で，今回の会員全員を対象に完全電子化という運びにな
ったわけですが，先述のとおり，どのように反忚される
か，広報委員長として緊張しています．どうしてもハー
ドコピーが必要とされる場合，オンディマンドで対忚す
るべきかどうか，今後も議論が必要かと思います． 
 さて，広報委員長としての私の任期も終わりが近づい
てきました．国際開発学会が 20 周年を迎えたタイミン
グで，学会ウェブサイトの一部を英語化すると同時に，
学会ニューズレターの電子化へと大きく舵を切るとい
う「転換」をおこないました．会員の皆さまには多種多
様な意見があると思いますが，これまでどおり遠慮なく
意見をお寄せください．国際開発学会は会員の皆さんの
学会ですので，会員数 2000 人に近づこうとするこの 20
歳を超えた学会が今後どのような運営されるべきなの
か，一緒に考えていきたいと思います．広報委員長の仕
事は次の担当者へとバトンタッチしますが，引き続き，
国際開発学会とその広報委員会を叱咤激励してくださ
るよう，よろしくお願いします． 
国際開発学会ニューズレター（第 22 巻、第 4 号、通巻第 82 号） 
発行日：2011 年 10 月 15 日 
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